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Ⅱ ＥＩＡ（方法書以降の手続に係る環境影響評価）の手法 

16．廃棄物等 

16.1 切土工等又は既存の工作物の除去に係る廃棄物等 

本資料は、「道路環境影響評価の技術手法」 のうち、「16.1 切土工等又は既存の工作

物の除去に係る廃棄物等」を改定したものである。改定の経緯を下の表に示す。今回の改

定では、主務省令*1の改正および建設リサイクル率が向上した現状を反映させた。 

なお、本資料で示す手法等はあくまで一例であり、実際には各事業者が対象道路事業毎

にこれらの手法等を参考としつつ、適切な手法等を選択することが望ましい。 

 

 

 

*1 「道路事業に係る環境影響評価の項目並びに当該項目に係る調査、予測及び評価を合理的に行うため

の手法を選定するための指針、環境の保全のための措置に関する指針等を定める省令」 （平成10年建

設省令第10号、最終改正：平成25年国土交通省令第28号） 

改定の経緯（「道路環境影響評価の技術手法」 16.1 切土工等又は既存の工作物の除去
に係る廃棄物等） 

改定等の時期 資料番号 執筆等担当者 改定等の理由 

平成12年10月 土木研究所資  
料第3745号 
 

旧建設省土木研究所材料施工部
施工研究室 

初版 
                   
                   室長 

主任研究員 
前研究員 

大下武志 
宮武裕昭 
石崎麻子 

平成19年6月 土木研究所資  
料第4064号 

独立行政法人土木研究所技術推
進本部施工技術チーム 

主務省令の改正 

主席研究員 大下武志 

平成25年3月 土木研究所資
料第4254号 

独立行政法人土木研究所地質・
地盤研究グループ施工チーム 

主務省令の改正 
建設リサイクル率が
向上した現状を反映

上席研究員 
前上席研究員 

宮武裕昭 
小橋秀俊 
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「16.1 切土工等又は既存の工作物の除去に係る廃棄物等」の概要 

切土工等又は既存の工作物の除去に係る廃棄物等の調査・予測・評価は、対象道路事

業実施区域外に搬出する建設副産物（「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」において

建設発生土は産業廃棄物に含まれないためここでは建設副産物としている。なお、土壌

汚染等に該当する建設発生土は第 11 章の土壌を参照されたい）を対象に行う。予測は、

事業特性及び地域特性の情報により、建設副産物の概略発生量を対象に行う。予測結果

から、環境影響がない又は極めて小さいと判断される場合以外にあっては、環境保全措

置として実行可能な再利用方策の検討を行う。評価は、回避・低減の観点から行う。 

なお、平成 14 年 5 月に「建設工事に係る資材の再資源化に関する法律（建設リサイ

クル法）」が施行されており、廃棄物等の適切な処理及び再利用を図ることが義務づけ

られた。コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊、建設発生木材については、

再資源化等率がそれぞれ 98%、99%、91%と高く（平成 17 年度実績）、事業実施段階で適

正に処理している場合がほとんどであるため、環境アセスメントの必要性は限られてい

る。 
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図－16.1 「切土工等又は既存の工作物の除去に係る廃棄物等」における調査、予測 

及び評価の流れ 

 

16.1.1 事業特性の把撞 

１）対象道路事業実施区域の位置  
２）対象道路事業の工事計画の概要  

(1) 本線工事における区分 (土工、トンネル、

橋梁・高架 )、概ねの位置、延長  

16.1.2 地域特性の把握 

１）自然的状況  
①地形及ぴ地質の状況  

２）杜会的状況  
①土地利用の状況  
②廃棄物等に係る関係法令等  
③廃棄物等の再利用・処分技術の現況  
④廃棄物等の処理施設等の立地状況  

16.1.3 項目の選定 

廃棄物等を対象道路事業実施区域外に搬出する可能性がある場合  

16.1.4 調査及び予測の手法の選定 

調査及び予測の手法は、参考手法を勘案しつつ、事業特性及び地域特性、方法書手続きを通じ

て得られる情報等を踏まえ選定する。  

16.1.5 調査の手法 

調査は現地調査及び文献調査を基本とし、必要な情報が得られない場合又は不足する場合には

必要に応じて聞き取り調査を行うことにより、予測・評価に対して、合理的に対応できる手法で

ある。  

16.1.6 予測の手法 

参考予測手法 

事業特性及び地域特性の情報を基に廃棄物等の種類ごとの概略の発生状況を予測する。  

16.1.7 環境保全措置の検討 

①予測緒果等から、環境影響がない又は極めて小さいと判断される場合以外にあっては、実行

可能な範囲内で環境影響をできる限り回避・低減することを目的として環境保全措置の検討

を行う。  
②①の検討を行った場合は、複数案の比較検討、実行可能なより良い技術が取り入れられてい

るかどうかの検討等を通じて、環境影響ができる限り回避・低減されているかどうかを検証

する。  
③①の検討を行った場合は、環境保全措置の実施主体、方法、効果・措置後の環境の状況の変

化及びそれに伴う環境への影響を明らかにする。  

16.1.8 評価の手法 

①事業者により実行可能な範囲内で環境影響が固避・低減されているかどうかを評価する。  
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【解  説】 

これらの事業特性は、項目の選定、予測の実施に必要になる。 

なお、「配慮書段階の検討」を実施した事業（本項目を計画段階配慮事項として選定

しなかった場合を含む。）においては、その検討で一定程度の情報が収集されているこ

とから、これらを活用し、不足する情報を補足する。 

１）項目の選定に係る事業特性 

「対象道路事業実施区域の位置」は、建設副産物の発生要因等の位置について、また、

「対象道路事業の工事計画の概要」(工事の区分など)は、建設副産物の発生条件等を判

断するために必要である。建設副産物の発生要因、発生条件等の関係から、対象道路事

業実施区域内での適正な再利用等することができず建設副産物を対象道路事業実施区

域外に搬出する可能性がある場合、項目を選定することができる。なお、現場内でリサ

イクルし場外搬出しない場合も概略数量及び現場内でのリサイクルの趣旨を明記する。 

詳細は、「16.1.3  項目の選定」を参照のこと。 

２）予測に用いる事業特性 

「対象道路事業実施区域の位置」及び「対象道路事業の工事計画の概要」は、予測の

実施に当たって必要な情報である。ここでは、対象道路事業実施区域の位置、工事の区

分、概ねの位置、延長などが予測条件設定に当たって必要である。これらの情報は、

「16.1.6  予測の手法」において、予測に必要な精度で再整理する必要がある。 

 

*1「配慮書段階の検討」 

概略ルート・構造の検討（構想段階の検討）における、環境面に関する検討を、

環境影響評価法第３条の２及び関連する主務省令に基づき行ったもの。「１．計画段

階配慮事項（全ての影響要因・環境要素に共通）」を参照。 

16.1.1 事業特性の把握 

事業特性の把握については、計画の熟度に応じ、切土工等又は既存の工作物の除去に

係る廃棄物等の予測に関連する以下の内容を把握する。なお、当該事業において「配慮

書段階の検討
* 1

」を行った場合は、その検討で収集した情報を活用し、不足する情報を補

足する。 

１）対象道路事業実施区域の位置 

２）対象道路事業の工事計画の概要 

(1) 本線工事における区分(土工、トンネル、橋梁・高架)、概ねの位置、延長 



 - 16-5 -

【解  説】 

これらの地域特性は、項目の選定、予測及び評価の実施に必要になる。 

なお、「配慮書段階の検討」を実施した事業（本項目を計画段階配慮事項として選定

しなかった場合を含む。）においては、その検討で一定程度の情報が収集されているこ

とから、これらを活用し、不足する情報を補足する。 

１）項目の選定に係る地域特性 

項目の選定に係る地域特性としては、「地形及び地質の状況」、「土地利用の状況」等

から、切土工等又は除去すべき既存の工作物の有無等を把握する。 

これらと「16.1.1  事業特性の把握」で整理した対象道路事業実施区域の位置関係か

ら、項目の選定について検討する。詳細は、「16.1.3  項目の選定」を参照のこと。 

２）予測及び評価に用いる地域特性 

予測及び評価の実施に用いる地域特性としては、「地形及び地質の状況」、「土地利用

の状況」、「廃棄物等に係る関係法令等の状況」、「廃棄物等の再利用・処分技術の現況」、

「廃棄物等の処理施設等の立地状況」がある。これらは、建設発生土、コンクリート塊、

アスファルト・コンクリート塊、建設発生木材の概略の発生状況の把握のために用いる

ほか、建設副産物の実行可能な再利用の方策の検討における情報として必要である。 

 

*1「入手可能な最新の文献」 

文献の例を表－16.1 に示す。 

16.1.2 地域特性の把握 

地域特性の把握については、対象道路事業実施区域及びその周囲において入手可能な

最新の文献
* 1

その他の資料(出版物等であって、事業者が一般に入手可能な資料)に基づ

き、切土工等又は既存の工作物の除去に係る廃棄物等に関連する以下の内容を把握す

る。なお、当該事業において「配慮書段階の検討」を行った場合は、その検討で収集し

た情報を活用し、不足する情報を補足する。 

１）自然的状況 

(1) 地形及び地質の状況 

①地形の状況 

地形の区分及び分布状況 

②地質の状況 

地質の区分及び分布状況 

２）杜会的状況 

(1) 土地利用の状況 

土地利用の現況 

(2) その他の事項 

①廃棄物等に係る関係法令等の状況 

②廃棄物等の再利用・処分技術の現況 

③廃棄物等の処理施設等の立地状況 

なお、土地利用の状況のうち既設構造物の状況に係る内容は、必要に応じて現地確認

を実施する。 
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表－16.1 地域特性の項目と資料の例 

地域特性の項目 文献・資料名 
文献・資料から 

抽出する内容 
発行者等 

自
然
的
状
況 

地形の状況 土地分類基本調査

地形分類図(1/5 万)

地形の区分及び分布状況 経済企画庁 

国土地理院 

都道府県 

地質の状況 土地分類基本調査

地質分類図(1/5 万)

地質の区分及び分布状況 国土交通省 

都道府県 

社
会
的
状
況 

土地利用の状況 土地利用図 土地利用の状況 国土地理院 

都道府県等 土地利用現況図 

廃棄物等に係る

関係法令等の状

況 

法令、例規集等 

廃棄物の処理に係

る条例等 

建設副産物の再利用・処

分に係る法令、条例、規

制等の内容 

都道府県等 

廃棄物等の再利

用・処分技術の

現況 

『総合的建設副産

物対策』 

その他、再利用技術

に関する文献等 

建設副産物の再利用・処

分技術に関する事例等 

国土交通省 

都道府県等 

廃棄物等の処理

施設の立地状況 

処理施設一覧等 建設副産物の再利用・処

分に係る施設の立地状況 

都道府県等 
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【解 説】 

項目の選定にあたっては、「16.1.1  事業特性の把握」で得られた「対象道路事業実

施区域の位置」並びに「対象道路事業の工事計画の概要」と、「16.1.2  地域特性の把

握」で得られた「地形及び地質の状況」並びに「土地利用の状況」の建設副産物の発生

要因、発生条件等から判断するものとする。 

廃棄物等については、工事により発生する「建設副産物」を対象とする。建設副産物

とは、建設工事に伴い副次的に発生する物品であり、再生資源（建設発生土）や廃棄物

（一般廃棄物、産業廃棄物）を含むものである。 

一般に、切土工等又は既存の工作物の除去に伴い発生する建設副産物は、建設発生土

の場合は他事業に流用し、コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊の場合は、

現場内利用や再資源化施設への搬出による再生資源としての有効利用を図ったうえで、

再利用できないものは最終処分場への搬出により処分が行われている。項目の選定は、

環境への負荷の観点から行うこととし、切土工等又は既存の工作物の除去により発生す

る建設副産物を対象道路事業実施区域外に搬出する可能性がある場合に行う。 

また、平成 14 年 5 月には「建設工事に係る資材の再資源化に関する法律（建設リサ

イクル法）」が施行されている。 

なお、建設リサイクル法施行に伴う建設リサイクル推進計画 2008（平成 22 年 4 月）

において建設副産物の再資源化・縮減率の目標が表－16.2 のように設定されている。 

また、建設混合廃棄物は建築の解体工事においてそのほとんどが発生し、土木工事現

場ではほとんど発生しない。そのため、本書では廃棄物等としての評価は行わない。し

かし工事段階で、現場での事業所、宿舎のゴミを分別しないと建設混合廃棄物に相当す

ることがあるので分別・収集を徹底することが望ましい。 

 

 

 

 

16.1.3 項目の選定 

本項目の選定は、事業の実施
* 1

により、廃棄物等を対象道路事業実施区域外に搬出する

可能性がある場合
* 2

に行う。なお、この場合発生する概略数量及び現場内でのリサイクル

の趣旨を明記する。 

建設工事により発生する廃棄物等は多種多様であるが、ここで取り扱う廃棄物等の種

類は、一般的に発生量が多く、処理を適正に行う必要がある以下の 2 種類の建設副産物

を標準とする。 

・建設発生土
* 3

 

・建設汚泥
* 4

 

 なお、再資源化施設や現場内でリサイクルを行う可能性がなく最終処分する場合は以

下の 3 種類の建設副産物についても追加で検討する。 

・コンクリート塊
* 5

 

・アスファルト・コンクリート塊
* 6

 

・建設発生木材
* 7
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表－16.2 建設リサイクル推進計画 2008 の目標 

対象品目 
平成 17 年度 

実績 

平成 24 年度 

目標 

（参考）平成 27 年度

目標 

再 資 源

化率 

a)アスファルト・

コンクリート塊 
99% 98%以上 98%以上 

b)コンクリート塊 98% 98%以上 98%以上 

c)建設発生木材 68% 77% 80% 

再 資 源

化 率 ・

縮減率 

d)建設発生木材 91% 95% 95%以上 

e)建設汚泥 75% 82% 85% 

f)建設混合廃棄物 - 
平成 17 年度排出量

に対して 30%削減 

平成 17 年度排出量

に対して 40%削減 

g)建設廃棄物全体 92% 94% 94%以上 

有 効 利

用率 
h)建設発生土 80% 87% 90% 

 
*1「事業の実施」 

対象道路事業の一部として、当該対象道路事業実施区域にある工作物の撤去若し

くは廃棄が行われる場合を含む。 

*2「対象道路事業実施区域外に搬出する可能性がある場合」 

対象道路事業実施区域外に搬出可能性がある場合とは、建設副産物の適正な再利

用・処分等を対象道路事業実施区域内のみで行うことができない場合。 

*3「建設発生土」 

本項目における建設発生土は、事業区域外に搬出される土砂であり、掘削工事に

伴い発生する土砂から事業区域内での利用量を差し引いたものとする。 

なお、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」において建設発生土は産業廃棄物に

含まれない。また、土壌汚染等に該当する建設発生土は第 11 章の土壌を参照された

い 

*4「建設汚泥」 

建設汚泥が対象となるのは、掘削工事のなかで、リバースサーキュレーション工

法、アースドリル工法、シールド工法、地中連続壁工法など建設汚泥が発生しやす

い工法を採用する場合である。杭工事でもオールケーシング工法（ベノト工法）の

場合はベントナイト等の安定液を用いないため建設汚泥には該当しない。また、シ

ールド工事については土砂分離された砂分は土砂として搬出し、残りの泥水が建設

汚泥に該当する。 

*5,*6「コンクリート塊」、「アスファルト・コンクリート塊」 

これらについては、平成 14 年度建設副産物実態調査において、既に 98％以上のリ

サイクル率になっており、リサイクル原則化ルールによって適切にリサイクルされ
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ているため必要に応じて追加で項目として選定することとした。 

*7「建設発生木材」 

「再生資源利用の促進に関する法律」（平成 3 年 4 月 26 目法律第 48 号）で指定副

産物の対象とされている建設発生木材については、道路事業における発生量が建設

発生土やコンクリート塊などと比較しても非常に少ない現状にあること、また平成

14 年度建設副産物実態調査においても縮減を含む再資源化率は 89％と高いことから、

必要に応じて追加で項目として選定することとした。 

なお、当該事業で丸太材として活用したり、チップ化してマルチング材、育成基

盤材、堆肥化等を行い事業内で活用したり、製紙・ボード・燃料用等に有効利用を

行う場合は廃棄物として処分しないため項目の選定は行わない。また、リサイクル

のめどが立っていない場合は参考図書に示す「土木工事現場における現場内利用を

主体とした建設発生木材リサイクルの手引き（案）」等により、事業実施段階でリ

サイクルを検討することが必要である。 



 - 16-10 -

【解 説】 

予測の手法の選定にあたっては、省令第二十三条に基づき、参考手法を勘案して選定

する。 

 

 

16.1.5 調査の手法 

調査は現地調査及び文献調査を基本とし、必要な情報が得られない場合又は不足する

場合には必要に応じて聞き取り調査を行うことにより、予測・評価に対して、合理的に

対応できる手法である。 

【解 説】 

 調査は、現地の測量調査・地質調査によりコンクリートやアスファルトコンクリート

の既存の工作物、建設発生木材の分布状況を把握するほか、再資源化施設・中間処理施

設の立地状況を調査する。 

 

16.1.4 調査及び予測の手法の選定 

調査及び予測の手法は、16.1.5、16.1.6 に示す参考手法を勘案しつつ、事業特性及

び地域特性、方法書手続きを通じて得られる情報等を踏まえ、選定する。 
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【解 説】 

「16.1.6 予測の手法」では、省令別表第二（第二十三条関係）に規定する参考予測

手法を具体的に示した。この予測手法は、評価に対して、合理的に十分対応できる手法

である。なお、建設副産物が大量に発生する場合には、対象道路事業及び周辺での関連

する事業を含めて再利用・処分及び処理の方法を可能な限り具体的に示すこととする。 

16.1.6 予測の手法 

参考予測手法は、以下による。 

１）予測の基本的な手法 

対象道路事業における事業特性及び地域特性の情報を基に、廃棄物等の種類ごとの

概略の発生及び処分の状況
* 1

を予測する。 

ここで、「廃棄物等の種類」とは、以下をいう。 

(1)切土工等に係る建設副産物：建設発生土、建設汚泥 

(2)既存の工作物の除去に係る建設副産物：ｺﾝｸﾘｰﾄ塊、ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊、建設発生

木材 

概略の発生状況は、廃棄物等の種類ごとに、必要な情報に基づいて対象道路事業実

施区域外に搬出される土砂やコンクリート塊等の発生の規模を可能な限り定量的に

予測することとし、困難な場合は定性的に予測を行う。更に、地域特性の把握から得

られる廃棄物等の再利用・処分技術の現況及び処理施設等の立地状況に基づいて、実

行可能な再利用の方策を検討する。 

２）予測地域 

予測地域は、廃棄物等が発生する対象道路事業実施区域を基本とする。なお、再利

用方法の検討に当たっては、実行可能な再利用の方策を検討するために、対象道路事

業実施区域の周辺区域を含む範囲
* 2

とする。 

３）予測対象時期等 

「予測対象期間
* 3

」とは、廃棄物等の発生する期間とする。 

４）予測の不確実性 

事業者は、予測の手法を選定するに当たっては、対象道路事業において新規の手法

を用いる場合その他の環境影響の予測に関する知見が十分に蓄積されていない場合
* 4

において、予測の不確実性の程度
* 5

及び不確実性に係る環境影響の程度を勘案して必要

と認められるときは、当該不確実性の内容を明らかにできるようにしなければならな

い。 

別表第二 参考手法（予測の手法） 

一 予測の基本的な手法 

建設工事に伴う副産物の種類ごとの発生及び処分の状況の把握 

二 予測地域 

対象道路事業実施区域 

三 予測対象時期等 

工事期間 
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*1「概略の発生及び処分の状況」 

概略の発生及び処分の状況の予測においては、対象道路事業実施区域内で種類毎

の概略の発生量を予測し、再利用量、再生利用量、中間処理量、減量化量、最終処

分量等を予測する。また、建設汚泥の発生及び処分の状況の予測に当たっては、工

事計画の概要を参考に、想定されるリサイクルの工法を検討する必要がある。さら

に、建設発生土、建設汚泥の再利用及び中間処理等の方策に関しては、地域特性で

把握する「地質状況」、再資源化施設の立地状況等を参考に検討する必要がある。 

また、ＥＩＡ（方法書以降の手続に係る環境影響評価）の実施段階で、対象事業

以外の事業活動等によりもたらされる廃棄物等への影響を、当該事業以外の事業に

対する環境影響評価結果等で具体に把握できる場合、この影響も勘案して予測を行

う。 

*2「対象道路事業実施区域の周辺区域を含む範囲」 

対象道路事業実施区域外に搬出される土砂等や除去される既存工作物の再利用の

検討は、それらの概略の発生状況に基づいて実行可能な方策を検討できる範囲にお

いて行う。その範囲に関しては「リサイクル原則化ルール」（国官技第 47 号、国官

総第 130 号、国総事第 20 号、国営計第 41 号、平成 18 年 6 月 12 日）で例えば建設

発生土であれば「50 ㎞の範囲内」と示されているので、これを参考にするとよい。 

*3「予測対象期間」 

予測の対象期間については、建設工事の実施期間とする。 

*4「対象道路事業において新規の手法を用いる場合その他の環境影響の予測に関する知

見が十分に蓄積されていない場合」 

これには、知見が十分蓄積されていない新規の予測手法を用いる場合が相当する。 

*5「予測の不確実性の程度」 

予測の不確実性の程度は、予測の前提条件を変化させて得られる、それぞれの予

測の結果のばらつきの程度により、把握する。 
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【解  説】 

*1「環境保全措置」 

環境保全措置の例、効果の内容等を表－16.3 に示す。 

*2「予測及び環境保全措置に関する不確実性が小さい」 

廃棄物等については、廃棄物処理法、建設リサイクル法等に基づき、事業の実施

段階で発注者、受注者の間で適切に処理またはリサイクルを行い、マニフェスト等

で適切に保管・記録する。そのため、事後調査まで行う必要はないと考えられる。 

 

16.1.7 環境保全措置の検討 

１）環境保全措置の検討 

予測結果等から、環境影響がない又は極めて小さいと判断される場合以外にあって

は、事業者により実行可能な範囲内で環境影響をできる限り回避又は低減すること及

び国又は関係する地方公共団体が実施する環境の保全に関する施策によって示され

ている基準又は目標の達成に努めることを目的として環境保全措置
* 1

を検討する。 

２）検討結果の検証 

１）の検討を行った場合は、環境保全措置についての複数案の比較検討、実行可能

なより良い技術が取り入れられているかどうかの検討により、実行可能な範囲内にお

いて環境影響をできる限り回避又は低減されているかどうかを検証する。 

３）検討結果の整理 

１）の検討を行った場合は、以下の事項を明らかにする。 

(1)環境保全措置の実施主体、方法その他の環境保全措置の実施の内容 

(2)環境保全措置の効果、種類及び当該環境保全措置を講じた後の環境の状況の変

化並びに必要に応じ当該環境保全措置の効果の不確実性の程度 

(3)環境保全措置の実施に伴い生ずるおそれがある環境への影響 

４）事後調査 

予測及び環境保全措置に関する不確実性が小さい
* 2

ため、事後調査を行う必要はない

と考えられる。 
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表－16.3 環境保全措置の例、効果等 

環境保全措置の例 環境保全措置の効果 

実施に伴い生ずる

おそれのある他の

環境への影響 

泥水、安定液を使用しない工法

の選定 

建設汚泥の発生量を回避・低減でき

る。 

 

工事間流用の促進 建設発生土の再利用注１）によって発

生量を回避・低減できる。 

 

民間受入地等での有効利用 

再資源化施設への搬入等によ

る他事業等での利用 

コンクリート塊、アスファルト・コ

ンクリート塊、建設汚泥、建設発生

木材の再利用注２）によって発生量を

回避・低減できる。 

 

構造物の基礎材、緑化樹木、マ

ルチング材、緑化基盤材等とし

ての事業内利用 

個別指定、再生利用認定制度の

活用注３） 

コンクリート塊、アスファルト・コ

ンクリート塊、建設汚泥の再生利用

によって発生量を回避・低減できる。

 

 

注１）建設発生土の再利用 

建設発生土を建設資材等として利用するには、土の性状や利用する用途に応じて直接利

用する方法、土質改良による現場内、他事業での利用など種々の利用方法がある。 

また、「建設発生土等の有効利用に関する行動計画」（平成 15 年 10 月）に基づき、発注

者間の情報交換システム等を活用して適切に利用の促進を図る必要がある。 

なお、建設発生土の適切な利用あるいは効率的な利用を図るため、「土質区分基準」 (表

－16.4 参照)の土質区分、「適用用途標準案」（表－16.5 参照）の適用用途、用途別利用方

法（「発生土利用基準について」（平成 18 年 8 月 10 日、国官技第 112 号、国官総第 309 号、

国営計第 59 号））を参考に利用方法を検討する必要がある。 
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表－16.4 土質区分基準 1) 

区分 

（国土交通省令）
*1） 

細区分 
*2)、3)、4) 

コーン 

指数 

qc
*5) 

(ｋN/m2) 

土質材料の工学的分類*6)、7) 備考*6) 

大分類 
中分類 

土質 ｛記号｝ 

含水比 

(地山) 

wn(%) 

掘削 

方法 

第  １  種 

建設発生土 

砂 、礫 及 びこれら

に準ずるもの 

第 1 種 

- 

礫質土 礫｛G｝、砂礫｛GS} 
－ 

* 排 水 に 考

慮するが、降

水 、 浸 出 地

下水等により

含 水 比 が 増

加 す る と 予

想 さ れ る 場

合 は 、 １ ラ ン

ク 下 の 区 分

とする。 

 

* 水 中 掘 削

等 に よ る 場

合 は 、 ２ ラ ン

ク 下 の 区 分

とする。 

砂質土 砂｛S}、礫質砂｛SG｝

第 1 種改良

土*8) 
人工材料 改良土｛I｝ － 

第  ２  種 

建設発生土 

砂 質 土 、 礫 質 土

及 びこれらに準 ず

るもの 

第 2a 種 

800 

以上 

礫質土 細粒分まじり礫｛GF｝ － 

第 2b 種 砂質土 細粒分まじり砂｛SF｝ － 

第 2 種改良

土 
人工材料 改良土｛I｝ － 

第  ３  種 

建設発生土 

通 常 の 施 工 性 が

確保される粘性土

及 びこれに準 ずる

もの 

第 3a 種 

400 

以上 

砂質土 細粒分まじり砂｛SF｝ － 

第 3b 種 
粘性土 シルト｛M｝、粘土｛C｝ 40%程度以下 

火山灰質粘性土 火山灰質粘性土｛V｝ － 

第 3 種改良

土 
人工材料 改良土｛I｝ － 

第  ４  種 

建設発生土 

粘 性 土 及 び こ れ

に準ずるもの（第３

種 建 設 発 生 土 を

除く） 

第 4a 種 

200 

以上 

砂質土 細粒分まじり砂｛SF｝ － 

第 4b 種 

粘性土 シルト｛M｝、粘土｛C｝ 40～80%程度 

火山灰質粘性土 火山灰質粘性土｛V｝ － 

有機質土 有機質土｛O｝ 40～80%程度 

第 4 種改良

土 
人工材料 改良土｛I｝ － 

泥土*1)、*9) 

泥土 a 

200 

未満 

砂質土 細粒分まじり砂｛SF｝ － 

泥土ｂ 

粘性土 シルト｛M｝、粘土｛C｝ 80%程度以上 

火山灰質粘性土 火山灰質粘性土｛V｝ － 

有機質土 有機質土｛O｝ 80%程度以上 

泥土ｃ 高有機質土 高有機質土｛Pt} － 

＊１） 国土交通省令（建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に関する判断の基準となるべき事項を定め

る省令 平成 13 年 3 月 29 日 国交令 59、 建設業に属する事業を行う者の指定副産物に係る再生資源の利

用の促進に関する判断の基準となるべき事項を定める省令 平成 13 年 3 月 29 日 国交令 60）においては区

分として第１種～第４種建設発生土が規定されている。 

＊２） この土質区分基準は工学的判断に基づく基準であり、発生土が産業廃棄物であるか否かを決めるものでは

ない。 

＊３） 表中の第 1 種～第 4 種改良土は、土（泥土を含む）にセメントや石灰を混合し化学的安定処理したもので

ある。例えば第 3 種改良土は、第 4 種建設発生土または泥土を安定処理し、コーン指数 400kN/m2 以上の性状

に改良したものである。 

＊４） 含水比低下、粒度調整などの物理的な処理や高分子系や無機材料による水分の土中への固定を主目的とし

た改良材による土質改良を行った場合は、改良土に分類されないため、処理後の性状に応じて改良土以外の

細区分に分類する。 

＊５） 所定の方法でモールドに締め固めた試料に対し、コーンペネトロメーターで測定したコーン指数（表―２

参照）。 

＊６） 計画段階（掘削前）において発生土の区分を行う必要があり、コーン指数を求めるために必要な試料を得

られない場合には、土質材料の工学的分類体系（（社）地盤工学会）と備考欄の含水比（地山）、掘削方法か

ら概略の区分を選定し、掘削後所定の方法でコーン指数を測定して区分を決定する。 

＊７） 土質材料の工学的分類体系における最大粒径は 75mm と定められているが、それ以上の粒径を含むものにつ

いても本基準を参照して区分し、適切に利用する。 

＊８） 砂及び礫と同等の品質が確保できているもの。 

＊９） ・港湾、河川等のしゅんせつに伴って生ずる土砂その他これに類するものは廃棄物処理法の対象となる廃棄

物ではない。（廃棄物の処理及び清掃に関する法律の施行について 昭和 46 年 10 月 16 日 環整 43 厚生省

通知） 

・地山の掘削により生じる掘削物は土砂であり、土砂は廃棄物処理法の対象外である。（建設工事等から生ず

る廃棄物の適正処理について 平成 13 年 6 月 1 日 環廃産 276 環境省通知） 

・建設汚泥に該当するものについては、廃棄物処理法に定められた手続きにより利用が可能となり、その場

合「建設汚泥処理土利用技術基準」（国官技第 50 号、国官総第 137 号、国営計第 41 号、平成 18 年 6 月 12 日）

を適用するものとする。 
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表－16.5 適用用途標準（１）1) 

 適用用途 

 

 

 

区 分 

工作物 

の埋戻し 

建築物 

の埋戻し※1 

土木構造物 

の裏込め 

道路用盛土 

路床 路体 

評 

価 

留意 

事項 

評

価

留意 

事項 

評

価

留意 

事項 

評

価

留意 

事項 

評 

価 

留意 

事項 

第  １  種 

建設発生土 
 
砂 、 礫 お よ び
こ れ ら に 準 ず
るもの 

第 1 種 ◎ 

最大粒 

径注意  

粒度分 

布注意 

◎

最大粒 

径注意  

粒度分 

布注意  

◎

最大粒 

径注意  

粒度分 

布注意 

◎

最大粒 

径注意  

粒度分 

布注意 

◎ 

最大粒 

径注意  

粒度分 

布注意 

第 1 種 

改良土 
◎ 

最大粒 

径注意 
◎

最大粒 

径注意 
◎

最大粒 

径注意 
◎

最大粒 

径注意 
◎ 

最大粒 

径注意 

第  ２  種 

建設発生土 
 

砂質土、礫質
土及びこれら
に準ずるもの 

第 2a 種 ◎ 

最大粒 

径注意  

細粒分含 

有率注意 

◎
最大粒 

径注意 
◎

最大粒 

径注意  

細粒分含

有率注意

◎
最大粒 

径注意 
◎ 

最大粒 

径注意 

第 2b 種 ◎ 
細粒分含 

有率注意 
◎  ◎

細粒分含

有率注意
◎  ◎  

第 2 種 

改良土 
◎  ◎

表層利用 

注意 
◎  ◎  ◎  

第  ３  種 

建設発生土 
 

通常の施工性
が確保される
粘性土及びこ
れに準ずるも

の 

第 3a 種 ○  ◎
施工機械の 

選定注意 
○  ○  ◎ 

施工機械の

選定注意 

第 3b 種 ○  ◎
施工機械の 

選定注意 
○  ○  ◎ 

施工機械の

選定注意 

第 3 種 

改良土 
○  ◎

表層利用 

注意  

施工機械の 

選定注意 

○  ○  ◎ 
施工機械の

選定注意 

第  ４  種 

建設発生土 
 

粘性土及びこ
れに準ずるも

の 

第 4a 種 ○  ○  ○  ○  ○  

第 4b 種 △  ○  △  △  ○  

第 4 種 

改良土 
△  ○  △  △  ○  

泥土 

泥土 a △  ○  △  △  ○  

泥土 b △  △  △  △  △  

泥土 c ×  ×  ×  ×  △  

[評    価]  

◎：そのままで使用が可能なもの。留意事項に使用時の注意を示した。 

○：適切な土質改良（含水比低下、粒度調整、機能付加・補強、安定処理等）を行えば使用可能なもの。 

△：評価が○のものと比較して、土質改良にコスト及び時間がより必要なもの。 

×：良質土との混合などを行わない限り土質改良を行っても使用が不適なもの。 

土質改良の定義 

含水比低下：水切り、天日乾燥、水位低下掘削等を用いて、含水比の低下を図ることにより利用可能と

なるもの。 

粒度調整：利用場所や目的によっては細粒分あるいは粗粒分の付加やふるい選別を行うことで利用可能

となるもの。 

機能付加・補強：固化材、水や軽量材等を混合することにより発生土に流動性、軽量性などの付加価値

をつけることや補強材等による発生土の補強を行うことにより利用可能となるもの。 

安定処理等：セメントや石灰による化学的安定処理と高分子系や無機材料による水分の土中への固定を

主目的とした改良材による土質改良を行うことにより利用可能となるもの。 

[留意事項]  

最大粒径注意：利用用途先の材料の最大粒径、または一層の仕上り厚さが規定されているもの。 

細粒分含有率注意：利用用途先の材料の細粒分含有率の範囲が規定されているもの。 

礫混入率注意：利用用途先の材料の礫混入率が規定されているもの。 

粒度分布注意：液状化や土粒子の流出などの点で問題があり、利用場所や目的によっては粒度分布に注意を要す

るもの。 

透水性注意：透水性が高く、難透水性が要求される部位への利用は適さないもの。 

表層利用注意：表面への露出により植生や築造等に影響を及ぼすおそれのあるもの。 

施工機械の選定注意：過転圧などの点で問題があり、締固め等の施工機械の接地圧に注意を要するもの。 

淡水域利用注意：淡水域に利用する場合、水域の pH が上昇する可能性があり、注意を要するもの。 

[備  考] 

本表に例示のない適用用途に発生土を使用する場合は、本表に例示された適用用途の中で類似するものを準用する。 

※1 建築物の埋戻し：一定の強度が必要な埋戻しの場合は、工作物の埋戻しを準用する。 

※2 水面埋立て：水面上へ土砂等が出た後については、利用目的別の留意点（地盤改良、締固め等）を別途考慮

するものとする。 
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表－16.5 適用用途標準（２）1) 

 適 用 用 途 

 

 

 

区 分 

河 川 築 堤 土 地  造 成 

高規格堤防 一般堤防 宅地造成 公園・緑地造成 

評

価 
留意事項 

評

価
留意事項 

評

価
留意事項 

評

価 
留意事項 

第  １  種 

建設発生土 
 
砂、礫およびこ

れらに準ずるも

の 

第 1 種 ◎ 

最大粒径注意

礫混入率注意

透水性注意 

表層利用注意

○  ◎

最大粒径注意 

礫混入率注意 

表層利用注意 

◎ 表層利用注意

第 1 種 

改良土 
◎ 

最大粒径注意

礫混入率注意

透水性注意 

表層利用注意

○  ◎

最大粒径注意 

礫混入率注意 

表層利用注意 

◎ 表層利用注意

第  ２  種 

建設発生土 
 

砂質土、礫質

土及びこれらに

準ずるもの 

第 2a 種 ◎ 

最大粒径注意

礫混入率注意

粒度分布注意

透水性注意 

表層利用注意

◎

最大粒径注意

粒度分布注意

透水性注意 

◎

最大粒径注意 

礫混入率注意 

表層利用注意 

◎ 表層利用注意

第 2b 種 ◎ 粒度分布注意 ◎ 粒度分布注意 ◎  ◎  

第 2 種 

改良土 
◎ 表層利用注意 ◎ 表層利用注意 ◎ 表層利用注意 ◎ 表層利用注意

第  ３  種 

建設発生土 
 

通常の施工性

が確保される

粘性土及びこ

れに準ずるもの 

第 3a 種 ◎ 

粒度分布注意

施工機械の 

選定注意 

◎

粒度分布注意

施工機械の 

選定注意 

◎
施工機械の 

選定注意 
◎ 

施工機械の 

選定注意 

第 3b 種 ◎ 

粒度分布注意

施工機械の 

選定注意 

◎

粒度分布注意

施工機械の 

選定注意 

◎
施工機械の 

選定注意 
◎ 

施工機械の 

選定注意 

第 3 種 

改良土 
◎ 

表層利用注意

施工機械の 

選定注意 

◎

表層利用注意

施工機械の 

選定注意 

◎

表層利用注意 

施工機械の 

選定注意 

◎ 

表層利用注意

施工機械の 

選定注意 

第  ４  種 

建設発生土 
 

粘性土及びこ

れに準ずるもの 

第 4a 種 ○  ○  ○  ○  

第 4b 種 ○  ○  ○  ○  

第 4 種 

改良土 
○  ○  ○  ○  

泥土 

泥土 a ○  ○  ○  ○  

泥土 b △  △  △  △  

泥土 c ×  ×  ×  △  
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表－16.5 適用用途標準（３）1) 

 適 用 用 途 

 

 

 

区 分 

鉄道盛土 空港盛土 水面埋立※2 

評

価 
留意事項 

評

価
留意事項 

評

価 
留意事項 

第  １  種 

建設発生土 
 
砂 、 礫 お よ び こ れ ら に

準ずるもの 

 

第 1 種 ◎ 
最大粒径注意

粒度分布注意
◎

最大粒径注意

粒度分布注意
◎ 

粒度分布注意

淡水域利用注

意 

第 1 種 

改良土 
◎ 最大粒径注意 ◎ 最大粒径注意 ◎ 

淡水域 

利用注意 

第  ２  種 

建設発生土 
 

砂質土、礫質土及びこ

れらに準ずるもの 

 

第 2a 種 ◎ 最大粒径注意 ◎ 最大粒径注意 ◎  

第 2b 種 ◎  ◎  ◎ 粒度分布注意

第 2 種 

改良土 
◎  ◎  ◎ 

淡水域 

利用注意 

第  ３  種 

建設発生土 
 

通 常 の 施 工 性 が 確 保

される粘 性 土 及 びこれ

に準ずるもの 

第 3a 種 ○  ◎
施工機械の 

選定注意 
◎ 粒度分布注意

第 3b 種 ○  ◎
施工機械の 

選定注意 
◎  

第 3 種 

改良土 
○  ◎

施工機械の 

選定注意 
◎ 

淡水域 

利用注意 

第  ４  種 

建設発生土 
 

粘 性 土 及 び こ れ に 準

ずるもの 

第 4a 種 ○  ○  ◎ 粒度分布注意

第 4b 種 △  ○  ◎  

第 4 種 

改良土 
△  ○  ◎ 

淡水域 

利用注意 

泥土 

泥土 a △  ○  ○  

泥土ｂ △  △  ○  

泥土ｃ ×  ×  △  

 

注２）コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊、建設汚泥、建設発生木材の再利用 

コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊、建設発生木材を資材等として再利用

する方法は、一般には再資源化施設等への搬出が挙げられる。また、現場内での破砕処理

等により、現場内で再利用する方法がある（表－16.6～16.7、16.9 参照）。 

建設汚泥の再生利用は、土質改良等による現場内利用や施設への搬出により有価物とし

て利用する方法がある。なお、建設汚泥の適切な利用あるいは効率的な利用を図るため、

「土質区分基準」の区分、「適用用途標準案」の適用用途、用途別利用方法（「建設汚泥再

生利用技術基準」（平成 18 年 6 月 12 日、国官技第 50 号、国官総第 137 号、国営計第 41

号））を参考に検討する必要がある（表－16.8 参照）。 
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表－16.6 コンクリート塊の再利用例 

再利用の方法 内  容 

再資源化施設

への搬出 

既存のコンクリート構造物の除去工事に伴い発生したコンクリート塊

を再資源化施設で砕石等の有価物として再生し、一般の市場や他の現場

で舗装路盤材として利用。現在コンクリート解体材の 3 分の 2 はこの方

法で再生利用されている。 

事業内利用 現位置でコンクリート塊を破砕、粒度調整等を行い砕石として排水溝、

擁壁、路盤材、盛土材等に利用。 

撤去する樋門や橋梁などのコンクリート構造物を部材単位に切り、それ

らを護岸基礎として利用。 

コンクリート構造物を取り壊して発生したコンクリート塊の小割した

ものを護岸等の法面において、金網で編んだフトン籠の中詰材として利

用。 

 

表－16.7 アスファルト・コンクリート塊の再利用例 

再利用の方法 内  容 

再資源化施設

へ の 搬 出 (プ

ラント再生工

法) 

アスファルト・コンクリート塊を再生アスファルトプラント等において

再生し、基層・表層用アスファルト混合物あるいは路盤材、構造物の裏

込材として一般の市場や他の現場で道路舗装に利用。 

事業内利用 現位置でアスファルト・コンクリート塊を破砕、粒度調整等を行い、基

層・表層用アスファルト混合物あるいは路盤材、盛土材等として利用。

 

表－16.8 建設汚泥の再利用例 

再利用の方法  内  容  
事業内利用  利用用途に照らしてその利用用途に応じた適切な品質を有しているこ

とが必要で、建設汚泥の場合は、脱水、セメント固化、焼成等を行い土

質材料として使用する方法が一般的である。  
有償売却する  
方法  

建設汚泥を焼成したり、流動化処理土などの方法で有価物として、一般

の市場や他の現場で再生利用できるものとして活用。  
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表－16.9 建設発生木材の再利用例 

再利用の方法 内  容 

再資源化施設

へ の 搬 出 (プ

ラント再生工

法) 

伐開・除根した建設発生木材を再資源化施設でチップ化により有価物と

して、製紙・ボードの原料や燃料として他産業に活用したり、現場でマ

ルチング材、育成基盤材、堆肥として利用。 

事業内利用 現位置で建設発生木材を破砕、粉砕等を行い、マルチング材、育成基盤

材、堆肥として利用。 

 

注３）再生利用認定制度の活用  

コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊、建設汚泥等を資材等として再生利用

する方法は、上記で示した内容のほかに、表－16.10 に示す再生利用認定制度の活用によ

る方法が挙げられる。  

 

表－16.10 制度の活用 

再生利用の制度 制度の内容 

再生利用指定制度 

（個別指定） 

再生利用されることが確実な廃棄物を都道府県知事が指定し、廃

棄物の再生利用を容易にする制度で個別指定と一般指定がある。

個別指定は再生利用者の申請を受け都道府県知事が指定するも

ので、廃棄物の種類、発生場所と再生利用の場所、及び用途が指

定される。指定を受けた場合はその申請者は処理業としての許可

を取らずにその廃棄物を再生利用できる。 

再生利用認定制度 一定の廃棄物の再生利用について、その内容が生活環境の保全上

支障がない等の一定の基準に適合していることについて厚生大

臣が認定する制度で、認定制度を受けた者については、処理業及

び施設設置の許可が不要となる。 

平成 9 年 12 月から、無機性の建設汚泥を高規格堤防の築堤材と

して使用することが認定の対象となった。 
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【解 説】 

回避・低減の評価は、環境影響がないと判断される場合及び環境影響の程度が極めて

小さいと判断される場合はそのことをもって、環境保全措置を検討した場合は、環境保

全措置による回避・低減の程度をもって行う。 

 

*1「基準又は目標」 

建設リサイクル推進計画 2008 等により建設廃棄物の再資源化・縮減率、建設発生

土の有効利用率の全国的な目標値（「16.1.3 項目の選定」参照）は示されているが、

個々の現場では再資源化施設の立地状況、切土・盛土量の土工量バランス等が異な

るため個別に基準又は目標値は設定されていないが、国・地方公共団体の目標値等

を元に関連する機関と情報交換等により連携を取りリサイクルの目標値を設定する

ことが望ましい。 

 

 

16.1.8 評価の手法 

評価の手法は以下による。 

１）回避又は低減に係る評価 

調査及び予測の結果並びに環境保全措置の検討を行った場合にはその結果を踏ま

え、切土工等又は既存の工作物の除去に係る廃棄物等に関する影響が、事業者により

実行可能な範囲内でできる限り回避され、又は低減されており、必要に応じその他の

方法により環境の保全についての配慮が適正になされているかどうかについて、見解

を明らかにすることにより行う。 

２）基準又は目標との整合性の検討 

国又は関係する地方公共団体による環境保全の観点からの施策によって、選定項目

に関して基準又は目標が示されている場合には、当該基準又は目標
＊１

と調査及び予測の

結果との間に整合が図られているかどうかを評価する。 
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